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(57)【要約】
【課題】　液晶表示素子の不具合を事前に検知すること
を可能とする。
【解決手段】　光源からの照明光を変調する液晶表示素
子と、該液晶表示素子からの光を外部に導く導光光学系
と、前記液晶表示素子から出射した光の一部が入射する
位置に配置された光センサとを備える液晶表示装置であ
って、前記液晶表示素子が有する液晶層に対して、５０
Ｈｚ以上の周波数で、第１の極性の電界と、該第１の極
性とは逆の第２の極性の電界とを交互に印加する第１モ
ードと、３０Ｈｚ以下の周波数で、前記第１の極性の電
界と前記第２の極性の電界とを交互に印加する第２モー
ドとで、前記液晶表示素子を駆動する駆動手段と、を備
える。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源からの照明光を変調する液晶表示素子と、該液晶表示素子からの光を外部に導く導
光光学系と、前記液晶表示素子から出射した光の一部が入射する位置に配置された光セン
サとを備える液晶表示装置であって、
　前記液晶表示素子が有する液晶層に対して、５０Ｈｚ以上の周波数で、第１の極性の電
界と、該第１の極性とは逆の第２の極性の電界とを交互に印加する第１モードと、３０Ｈ
ｚ以下の周波数で、前記第１の極性の電界と前記第２の極性の電界とを交互に印加する第
２モードとで、前記液晶表示素子を駆動する駆動手段と、
を備えることを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
　前記第２モードの実行中において、前記駆動手段が、同一の画像信号に基づいて、前記
液晶層に対して前記第１の極性の電界と前記第２の極性の電界とを印加するとき、前記第
１の極性の電界の強さの絶対値は、前記第２の極性の電界の強さの絶対値と同じ値である
、ことを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記第２モードの実行中において、前記液晶層に印加される電界の極性が反転する際に
前記光センサによって検出される光量の変化が所定の閾値を超えた場合は、警告を発する
制御手段を有する、ことを特徴とする請求項１又は２に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記光量の変化が前記所定の閾値を超えた場合は、前記液晶表示装置
が表示する画像内に警告を出す、ことを特徴とする請求項３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記光量の変化は、同一の画像信号に基づいて前記駆動手段が前記第１の極性の電界と
前記第２の極性の電界とを前記液晶層に対して印加する間の、前記光センサが検出する光
量の変化である、ことを特徴とする請求項３又は４に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記光量の変化は、
　同一の画像信号に基づいて前記駆動手段が前記液晶層に前記第１の極性の電界或いは前
記第２の極性の電界を印加する時間をＴ（秒）とするとき、前記同一の画像信号に基づく
前記第１の電界から前記同一の画像信号に基づく前記第２の電界に切り換えるタイミング
のＴ／４（秒）前から前記切り換えるタイミングのＴ／４（秒）後までのタイミングにお
ける、前記光センサが検出する光量の変化である、ことを特徴とする請求項３乃至５いず
れか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記液晶表示素子の温度を取得する手段と、前記液晶表示素子の温度を調整する手段と
、を備えており、
　前記第２モードの実行中において、前記液晶層に印加される電界の極性が反転する際に
前記光センサによって前記光量の変化を検出する際には、前記調整手段が、前記液晶表示
素子の温度が所定の範囲内になるように調整する、ことを特徴とする請求項３乃至６いず
れか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
　前記第２モードの実行中において、前記液晶層に印加される電界の極性が反転する際に
前記光センサによって検出される光量の変化が所定の閾値を超えた場合は、前記液晶表示
素子による表示内容を変化させる、ことを特徴とする請求項１乃至７いずれか１項に記載
の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記第２モードの実行中において、前記液晶層に印加される電界の極性が反転する際に
前記光センサによって検出される光量の変化が所定の閾値を超えた場合は、前記液晶表示
素子に対する駆動設定値を変化させることを特徴とする、請求項１乃至８いずれか１項に
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記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
　前記液晶表示素子を構成する液晶層の両端に配置され、前記第１モードにおける画像表
示を行うための電界を印加するための第１、第２の電極と、前記第１、２の電極とは異な
る位置に配置された第３の電極と、を備えており、
　前記第２モードの実行中において、前記液晶層に印加される電界の極性が反転する際に
前記光センサによって検出される光量の変化が所定の閾値を超えた場合は、前記第３の電
極の電位を変更することを特徴とする、請求項１乃至９いずれか１項に記載の液晶表示装
置。
【請求項１１】
　前記第３の電極は、前記液晶表示素子の有効領域外に配置されている、ことを特徴とす
る請求項１０に記載の液晶表示装置。
【請求項１２】
　前記第１、２の電極は、前記液晶表示素子の有効領域内に配置されている、ことを特徴
とする請求項１０又は１１に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置に関するものであり、特に長期間の使用に対する、画質の信頼
性保証が可能な液晶表示装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示素子がテレビモニタや液晶プロジェクタ等の表示装置で広く用いられて
いる。ここで、液晶表示素子を用いた表示機器の問題点として、光変調機能を有する液晶
の長期間の使用に伴う変質がある。具体例としては、液晶表示素子を構成する、液晶層が
、光、及び熱により、化学変化を起こすことにより、液晶層に非所望のイオン性不純物を
生じる現象、又は、液晶配向の不良、液晶の誘電率、屈折率といった物性値の変化といっ
た現象が見られる。この場合、液晶表示装置にて具体的に生じる画質不良としては、フリ
ッカの発生や、階調－輝度表示特性の変動、又は、局所的に画像が全く表示できない、点
欠陥状の不良といった故障形態が考えられる。
【０００３】
　長期使用に伴う画質不良の対応技術として、例えば、特許文献１では、長期使用に伴う
フリッカの発生に対して、光センサを有して、フリッカを低減する調整を行う技術が開示
されている。
【０００４】
　又、非特許文献１においては、液晶層の電圧－電流特性を測定することにより、液晶内
に生じるイオン性不純物を計測することにより、液晶の劣化レベルを測定する測定技術が
、開示されている。このような劣化レベルの計測手法は、点欠陥の様な、液晶表示素子に
具体的な画質不良が発現する前段階で、劣化レベルを予め把握することが可能なため、液
晶表示素子の研究・開発分野において広く活用されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－２８９９４
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】井上「液晶セルの電気特性計測の基礎と応用１」（日本液晶学会誌　第
１３巻　第１号　Ｐ６８～７４　２００９年）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００７】
　しかしながら、上述の特許文献に開示された従来技術では、以下の様な課題が残されて
いる。
【０００８】
　特許文献１の技術においては、フリッカという画質不良に対しては、直接フリッカのレ
ベルを測定することにより、フリッカ調整を行うことができるものの、その他の画質不良
に対しては、対応ができない。
【０００９】
　又、非特許文献１の技術においては、液晶の化学変化の指標となりうる、イオン性不純
物の量を直接測定できる。このため、フリッカ以外の故障モードのレベル把握が、具体的
に画像不良となる前段階で測定することが可能と考えられるが、測定に対しては、高精度
の測定回路が必要である。特に、液晶表示装置に、非特許文献１に説明する様な電圧－電
流特性を計測する構成を具備することは、コスト面から考えて、現実的でない。
【００１０】
　本発明は、上記問題を解決しようとするものであり、長期使用に伴う液晶の化学変化の
レベルを低コストで計測可能な液晶表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の課題を解決するために、本発明の液晶表示装置は、光源からの照明光を変調する
液晶表示素子と、該液晶表示素子からの光を外部に導く導光光学系と、前記液晶表示素子
から出射した光の一部が入射する位置に配置された光センサとを備えており、前記液晶表
示素子が有する液晶層に対して、５０Ｈｚ以上の周波数で、第１の極性の電界と、該第１
の極性とは逆の第２の極性の電界とを交互に印加する第１モードと、３０Ｈｚ以下の周波
数で、前記第１の極性の電界と前記第２の極性の電界とを交互に印加する第２モードとで
、前記液晶表示素子を駆動する駆動手段を備えていることを特徴としている。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明により、長期使用に伴う液晶の劣化のレベルを低コストで計測可能な液晶表示装
置を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】液晶層中のイオン量の計測方法
【図２】本発明を適用できる映像表示装置の使用例
【図３】液晶プロジェクタの光学系の構成
【図４】液晶プロジェクタのブロック図
【図５】液晶層中のイオンの状態を示した図
【図６】実施例１の処理シーケンスのフローチャート
【図７】実施例１の別実施形態の処理シーケンスのフローチャート
【図８】実施例１の更に別実施形態の処理シーケンスのフローチャート
【図９】実施例１の別実施形態の温度補償手段
【図１０】実施例２の液晶層中のイオンの状態を示した図
【図１１】実施例２の処理シーケンスのフローチャート
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　従来では、液晶表示素子の長期使用に伴う画質不良の内、フリッカに関してのみ、光セ
ンサを用いて、測定・調整を行う技術が開示されていた。本発明では、液晶層に印加する
電圧の極性反転周波数を制御することにより、光センサを用いた、液晶層中のイオン量の
計測ができることを初めて見出した。
【実施例１】
【００１５】
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　本発明の液晶表示装置における、第一の実施例を以下に説明する。
【００１６】
　図２に本発明を適用できる映像表示装置の使用例を示す。液晶プロジェクタ２０１は本
発明を適用できる映像表示装置の一例である。ビデオプレーヤ２０２から出力された映像
信号（画像信号）は、ビデオケーブ２０３を経て、液晶プロジェクタ２０１に入力される
。液晶プロジェクタ２０１は、入力された映像信号を投射映像光としてスクリーン２０４
に投射し、使用者が観賞するに好適な投射映像２０５を表示する。
【００１７】
　図３に、液晶プロジェクタ２０１の光学系の構成を示す。光源３０１を出射した光は、
照明光学系３０２にて、偏光変換、及び面内強度分布を均一化される、ダイクロイックミ
ラー３０３にて、Ｇ、ＲＢ成分の光に分離した後、Ｇ光はＰＢＳ３０４にて反射され、Ｇ
用液晶表示素子３０７Ｇに照明される。Ｇ用液晶表示素子３０７Ｇにて変調された光はＰ
ＢＳ３０４、３０６を透過、反射された後に、投射レンズ３０８に入射され、スクリーン
２０４に投射される。ＲＢ光もダイクロイックミラー３０３にて反射された後、Ｇ光と同
様の工程を経て、Ｒ用液晶表示素子３０７Ｒ、Ｂ用液晶表示素子３０７Ｂにて変調された
光を投射レンズ３０８より出射される。ここで、Ｇ光とＲＢ光を再合成するためのＰＢＳ
３０６の、隣接する光学素子が無い面に、光センサ３０９を配置する。ここでは、ＰＢＳ
３０６が、ＲＧＢの表示光に対して、一定の割合で光漏れが生じる特性を利用している。
この漏れ光（液晶表示素子を出射した光の一部）を計測することが可能な位置に光センサ
３０９を配置することで、投射画像の光強度を計測することができる。つまり、各色用の
液晶表示素子からの光を合成するＰＢＳ（偏光ビームスプリッタ）や投射レンズ等を含む
導光光学系の中で、漏れ光が生じる位置に光センサを配置すれば良い。
【００１８】
　図４に、液晶プロジェクタ２０１のブロック図を示す。ビデオケーブル２０３を介し、
液晶プロジェクタ２０１に入力された映像信号は、映像処理部４０１にてブライトネス補
正やコントラスト補正、色変換等の映像処理を施され、使用者の観賞するに好適な映像を
示す映像信号に変換される。
【００１９】
　変換された映像信号は、ガンマ補正部４０２に入力され、液晶表示素子の入力階調に対
して、線形、若しくは所定値のガンマ（例えばγ＝２．２）の表示特性となるための補正
処理をなされる。その後、液晶駆動部４０３へと入力され、液晶駆動電圧へと変換され、
液晶表示素子３０７の駆動を行なう。
【００２０】
　温度センサ４０６は、液晶プロジェクタの使用環境温度をモニタして、ＣＰＵ４０５に
入力される。又、光センサ３０９の出力もＡＤコンバータ４０４を介してＣＰＵ４０５に
入力される。ＣＰＵ４０５は、所謂マイコンであり、液晶プロジェクタ２０１の状態の制
御を行なう。
【００２１】
　図１にて、本発明における、液晶層中のイオン量の計測方法の説明を行う。図１（ａ）
は、本発明における、イオン測定時の液晶層への印加電圧を示した波形である。本実施例
では１．２５Ｈｚの周期（８００ｍｓｅｃの周期で、第１の極性である正の極性の電界（
４００ｍｓｅｃ）と、第２の極性である負の極性の電界（４００ｍｓｅｃ）とを交互に印
加する）での正負極性反転を行う電圧印加を行っている。図１（ｂ）は、光センサ３０９
の出力輝度を示したものであるが、このとき、極性反転タイミング１０１，１０２，１０
３において、輝度が過渡的に上昇するピーク波形が見られる。この波形は、次のようなメ
カニズムで説明される。図５は、極性反転タイミング１０１の前後における液晶層中のイ
オンの状態を示した図である。図５（ａ）に示す様に、液晶表示素子は、回路基板５０１
上に、画素電極５０２が形成され、共通電極５０３との間に液晶５０４が挟まれている構
成である。つまり、液晶駆動部４０３により、画素電極５０２と共通電極５０３間に、交
番電圧源５０５を有した構成と同等である。又、液晶５０４中には、長期使用に伴う、光
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や熱ストレスにより、非所望のイオン５０６が発生する。これは、液晶の分解物や、液晶
封止材料等を由来とするものであるが、液晶層の電圧－輝度特性の経時変化や、点欠陥状
の不良発生要因となりうるものである。以下では、イオン５０６は正イオンであることを
前提に説明を行うが、負イオンの場合においても、電圧を逆符号に置き換えることで、同
様の説明が可能である。
【００２２】
　上記の説明を簡単に書き換えると、通常の画像表示モード（第１モード）とは異なるイ
オン量計測モード（第２モード）を実行中において、液晶表示素子の液晶層に印加される
電界の極性が正から負、或いは負から正に反転する際の光量を光センサが検出する。この
光センサからの出力が、極性反転直前の値に対して、極性反転直後に所定の閾値を超えて
大きく変化する場合は、液晶層内のイオン量が多くなっていることが分かる。すなわち、
光センサによって検出される光量の変化が所定の閾値以下の場合は、本実施例の液晶表示
装置は通常通り動作するが、所定の閾値を超えて大きい場合は、使用者に対して何らかの
警告を発するか、電源を落とす。本実施例では、所定の閾値が１つしか設定されていない
場合は、その閾値を超えたら表示画面内に警告を発する。そして、所定の閾値が２つ以上
設定されている場合は、１つ目の閾値を超えたら警告を発し、２つ目の閾値を超えたらネ
ットワークを通じて所定の人、会社等に連絡を送るようにしても良い。ここで、警告を発
する、とは、液晶表示装置が表示する画像内に警告文を提示する、或いは警告色を点滅さ
せる、等のように、装置による表示内容を変更することが望ましいが、音を発しても構わ
ない。
【００２３】
　また、前述の光量の変化が所定の閾値を越えた場合には、警告を発することにとどまら
ず、液晶層中のイオンによるフリッカを低減するように、液晶表示素子の駆動方法、或い
は駆動設定値を変更しても構わない。
【００２４】
　図５（ｂ）は、極性反転タイミング１０１の前タイミング１０４におけるイオン５０６
の局在状況である。共通電極５０３が、低電圧となるタイミングにおいては、共通電極５
０３側に、イオンが局在した状況となる。この際に、液晶層５０４に印加される電界５０
７としては、イオンの局在による電圧降下が重畳されるため、－２．５Ｖよりやや絶対値
が小さい－（２．５－α）Ｖに応じた電界を感じて、液晶チルトが成される。次に、図５
（ｃ）において、極性反転直後１０５のイオンの局在状況を示す。極性反転直後１０５に
おいては、イオンが共通電極側にまだ局在しており、画素電極５０２側に過渡的に移動し
つつある状態である。この際に、液晶層５０４に印加される電界５０８としては、イオン
の局在により電圧上昇が重畳されるため、２．５Ｖよりやや絶対値が大きい（２．５＋α
）Ｖに応じた電界を感じて、液晶チルトが成される。そのため、光センサの応答波形に示
す様に、タイミング１０５では輝度の過渡的な上昇が見られる。最後にタイミング１０６
においては、図５（ｄ）に示す様に、画素電極５０２側にイオンが局在する。この際、液
晶層５０４に印加される電界５０９としては、図５（ｂ）と同様に、イオンの局在による
電圧降下（或いは上昇）が発生する。この場合は電圧降下が発生するため、２．５Ｖより
やや絶対値が小さい（２．５－α）Ｖに応じた電界が発生する。すなわち、イオンの局在
による電圧降下の影響を受けた状態で液晶がチルトすることになり、この電圧降下の影響
を受けた液晶チルトに基づいた光量が、光センサによって検出される。
【００２５】
　ここで、極性反転した印加電圧の周期を１．２５Ｈｚの場合で説明したが、この周期は
、イオンの移動に要する時間より十分長い期間、同一極性の電圧を印加しておけば良く、
イオンモビリティー値により、適宜決定されるものである。最もモビリティーが大きいイ
オンであっても、１５ｍｓ（ｍｓｅｃ）以上（より好ましくは２０ｍｓ以上）の期間、同
一極性の電圧印加をすることで、移動が完了すると見込んでいる。このため、極性反転周
波数の上限値としては３０Ｈｚ（より好ましくは２５Ｈｚ）程度が上限と考えられる。つ
まり、正の極性の電界と、その正の極性の電界と絶対値の大きさが同じである負の極性の
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電界とのいずれかを液晶層に印加する時間は１／３０秒以上（より好ましくは１／２５秒
以上）であることが望ましい。ここでは、極性反転周波数としては、３０Ｈｚ以下（より
好ましくは２５Ｈｚ以下）としたが、更に好ましくは０．１Ｈｚ以上２５Ｈｚ以下（更に
好ましくは０．５Ｈｚ以上１０Ｈｚ以下）であることが望ましい。当然、極性反転が成さ
れるならば、一定周期の極性反転を行う交番電圧波形を用いる必要もない。
【００２６】
　また、前述したように、光量の変化は、液晶層に印加する電界の極性が変わるタイミン
グ（変わった直後のタイミング）で発生する。つまり、光センサが検出する光量の変化は
、同一の画像信号（装置が予め記憶している信号でも良いし、外部から入力される信号を
用いても良い）に基づく正の極性の電界から負の極性の電界へ（或いは逆）切り換えるタ
イミングで発生する。以下に、より詳細に説明する。同一の画像信号に基づく画像表示期
間をＴ（秒）とする（正の極性の電界を印加する時間、負の極性の電界を印加する時間は
それぞれ約Ｔ／２となる）。この場合、光量の変化は極性反転（極性切り換え）のタイミ
ングの前Ｔ／４から後Ｔ／４までの間（通常は極性反転のタイミングからその後のＴ／４
秒以内）に現れる。このようにすれば、光量の変化を観察し易くなり、より正確な液晶表
示素子の寿命判定を行うことができるようになる。尚、Ｔは１／３０秒以上（好ましくは
１／２５秒以上１０秒以下、更に好ましくは１／１０秒以上２秒以下）であることが望ま
しい。
【００２７】
　尚、上述の説明は、液晶相中のイオン量を計測する際の説明である。つまり、液晶相中
のイオン量を計測する際には、液晶表示素子（液晶パネル）に対して、正の極性（第１の
極性）、或いは負の極性（第２の極性）を一定時間以上印加し続けることができるように
、極性反転の周波数を低くしている。しかしながら、通常の画像表示時には、このような
低い周波数ではなく、もっと高い周波数、具体的には６０Ｈｚ以上（少なくとも５０Ｈｚ
以上）、更に好ましくは１２０Ｈｚ以上で液晶層に印加する電界の極性を反転させること
が望ましい。このように、通常画像表示モード（第１モード）と、イオン量計測モード（
第２モード）とを適切なタイミングで切り替えることで、液晶層内に溜まったイオン量を
測定する（液晶の化学的な劣化レベル）を測定することが可能となる。ここで、第２モー
ドは、装置の起動時、終了時、或いはスリープモード時、或いは操作者がボタンを操作し
た際に実行することが望ましい。液晶表示素子を駆動する駆動手段（不図示）は、ＣＰＵ
等の制御手段からの指令を受けて、第１モードと第２モードを切り替えて、液晶表示素子
を駆動する。
【００２８】
　図６は、本発明の実施例における、ＣＰＵ４０５の処理シーケンスのフローチャートで
ある。ＳＴＥＰ６０１は、処理シーケンスの開始割り込みタイミングであり、これはＧＵ
Ｉメニューから、ユーザーにより開始指示があったタイミングとしても良い。また、液晶
表示装置の使用時間を内部クロックによりあらかじめ計測しておき、所定時間毎（例えば
１０００ｈ毎等）のタイミング等としても構わない。
【００２９】
　ＳＴＥＰ６０１により割り込み処理が開始された後に、ＳＴＥＰ６０２により、極性反
転周期が低周波（ここでは１．２５Ｈｚ）の電圧印加が成される。
【００３０】
　ＳＴＥＰ６０３により、光応答波形の取得がなされ、図１（ｂ）に示す、時系列の輝度
応答データが数値化されて、ＣＰＵ４０５に読み込まれる。次にＳＴＥＰ６０４により、
図１（ｂ）に示す、極性反転時の光応答ピーク１０７：Δを算出する。ＳＴＥＰ６０５に
より、光応答ピーク１０７が、予め設定しておいた、警告レベル（Δ＿ａｌｅｒｔ）を超
えないかを判断する。警告レベル（Δ＿ａｌｅｒｔ）を超える場合には、ＳＴＥＰ６０６
に移り、液晶表示装置は、画面上に警告メッセージを出力して、サービスセンターの連絡
等の処置をユーザーに連絡する。又、警告レベル（Δ＿ａｌｅｒｔ）を超えない場合には
、ＳＴＥＰ６０７にて、処理は終了する。
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【００３１】
　ここで、例えば液晶表示装置が、ＬＡＮ等の通信インターフェースを有する場合には、
警告メッセージの表示以外にも、サービスセンターへの警告内容の報告を行うことも可能
である。又、警告メッセージの表示以外にも、現在の光応答ピーク１０７と、警告レベル
（Δ＿ａｌｅｒｔ）の状態を、ユーザーがＧＵＩメニューから確認できる様にして、現在
の状態をユーザーが把握するといった実施形態も可能である。
【００３２】
　本実施例を行うことにより、液晶表示素子の経時使用による、液晶劣化に対して、具体
的に、点欠陥の様な画質に大きな影響を及ぼすエラーが発生する直前まで、液晶表示装置
を使用しつづけるという、信頼性の高い使用形態が可能となる。特に、近年では、デジタ
ルサイネージといった、長期間の使用を要求されつつも、画質不良の発現を許さないとい
う、相反する要求がある。この課題に対しても、画質不良発生の前駆現象のレベルを予め
把握することで、画質劣化が発現する直前まで、効率的に液晶表示装置を使用し続けるこ
とが可能である。
【００３３】
　図７は、本発明の実施例の、別の形態の制御フローチャートである。ＳＴＥＰ７０１、
ＳＴＥＰ７０２は、前述のＳＴＥＰ６０１、ＳＴＥＰ６０２と同等であるが、ＳＴＥＰ７
０３において、温度測定を行い、ＳＴＥＰ７０４では、温度に応じて、図９（ａ）に示し
た条件テーブルに応じて、冷却モードを変更する。これは、光応答ピーク１０７が、液晶
表示素子の温度により、変動することを補正するための処理である。このことにより、環
境温度の変化に拠らず、常に安定したイオン量の測定を行うことが可能である。ＳＴＥＰ
７０５以降は、前述の実施形態と全く同等である。
【００３４】
　図８は、本発明の実施例の、更に別の形態の制御フローチャートである。ＳＴＥＰ８０
１、ＳＴＥＰ８０２は、前述のＳＴＥＰ６０１、ＳＴＥＰ６０２と同等であるが、ＳＴＥ
Ｐ８０３において、温度測定を行うと共に、温度に応じて、図９（ｂ）に示した補正計算
式、若しくは補正テーブルに応じて、温度補正係数を生成する。ＳＴＥＰ８０４、ＳＴＥ
Ｐ８０５では、前述の実施形態と同等に、光応答ピーク１０７を計測するが、その後、温
度補正係数を乗算した値を最終的なΔとする。以下の処理は、前述の実施形態と同等であ
る。このことにより、環境温度の変化に拠らず、常に安定したイオン量の測定を行うこと
が可能である。
【実施例２】
【００３５】
　本発明の液晶表示装置における、第二の実施例を以下に説明する。
【００３６】
　図１０は、本発明を適用できる液晶表示素子の構造を示した図である。図１０（ｂ）は
、液晶表示素子の上面図であるが、表示画素領域（液晶表示素子の有効領域内）１００１
の周囲を囲む領域（液晶表示素子の有効領域外の領域）に、周辺電極１００２を有する。
図１０（ａ）は、液晶表示素子の側面図である。この図１０（ａ）において、液晶層５０
４の両端で、有効領域内に配置された画素電極５０２と共通電極５０３は、交番電界を印
加するように制御される（通常は画素電極に印加する電位を変化させる）。また、有効領
域外に配置された周辺電極１００２は、直流電圧源１００４が共通電極との間に接続され
ており、周辺電極は、画素電極とは異なる直流電圧を印加することができる。
【００３７】
　この場合、周辺電極１００２に適切な符号の電圧を印加する（周辺電極に対して適切な
電位を付与する）ことにより、図１０（ｃ）に示す様に、液晶層に存在するイオン１００
３を周辺電極１００２へ移動させることができる。
【００３８】
　図１１は、本発明の実施例における、ＣＰＵ４０５の処理シーケンスのフローチャート
である。
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【００３９】
　ＳＴＥＰ１１０１により割り込み処理が開始された後に、ＳＴＥＰ１１０２により、極
性反転周期が低周波（ここでは１．２５Ｈｚ）の電圧印加が成される。
【００４０】
　ＳＴＥＰ１１０３により、光応答波形の取得がなされ、ＳＴＥＰ１１０４により光応答
ピーク１０７を算出する。ＳＴＥＰ１１０５により、光応答ピークΔが、予め設定してお
いた、警告レベル（Δ＿ａｌｅｒｔ）を超えないかを判断する。警告レベル（Δ＿ａｌｅ
ｒｔ）を超える場合には、ＳＴＥＰ１１０６に移り、周辺電極１００２に、ＤＣ電圧の印
加を行い、イオンを周辺電極１００２に局在させた後に、処理は終了する。
【００４１】
　このことにより、表示画素領域７０１へのイオン量を低減することができ、表示画素領
域７０１にて、点欠陥の発現、電圧－輝度特性の変化、といった画質不良が発現すること
を抑制できる。
【００４２】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限
定されず、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である。
【符号の説明】
【００４３】
　１０１，１０２，１０３　極性反転タイミング
　１０４，１０５，１０６　極性反転前後のタイミング
　１０７　光応答ピーク
　２０１　液晶プロジェクタ（液晶表示装置）
　２０４　スクリーン
　２０５　投射映像
　３０１　光源
　３０２　照明光学系
　３０３　ダイクロイックミラー
　３０４，３０５，３０６　ＰＢＳ
　３０７　Ｒ，Ｇ，Ｂ　Ｒ，Ｇ，Ｂ用液晶表示素子
　３０９　光センサ
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